
改
革
案

人間発達専攻
文化探究専攻

スポーツ・芸術創造専攻

人間発達文化学類
270人（1,080人）

法学専攻
地域と行政専攻
社会と文化専攻

行政政策学類
210人（840人）

経済分析専攻
国際地域経済専攻

企業経営専攻

経済経営学類
225人（900人）

人文社会学群

人間支援システム専攻
産業システム工学専攻

環境システムマネジメント専攻

共生システム理工学類
180人（720人）

理工学群

福島大学 教育研究組織（学士課程）の改革（案）

教育実践コース

心理学・幼児教育コース

特別支援・生活科学コース

芸術・表現コース

人文科学コース

数理自然科学コース

スポーツ・健康科学コース

法行政政策コース（仮称）

社会連携コース（仮称）

経済学コース

経営学コース

（グローバル副コース）

人文社会学群

数理・情報科学コース
経営システムコース
物理・システム工学コース
物質科学コース
エネルギーコース
生物環境コース
地球環境コース
社会計画コース
心理生理コース

共生システム理工学類
160人（640人）

理工学群

食品科学コース

農業生産学コース

生産環境学コース

農業経営学コース

食農学類（仮称）

100人（400人）

農学群（仮称）
教員の一元的所属組織「教育研究
院」による教員人事の全学管理と教
員資源の再配分

→ 各部局の教員人事をすべて精査、
審議の上その可否を学長のリーダー
シップにより運営。

現
行

震災・原発事故からの学びを生かした「問題解決を基盤とした教育」への転換

「解のない問い」へのチャレンジ
深い課題意識を持ち問題解決に挑む専門的職業人の育成

全学基礎教育は、「接続領
域」「教養領域」「問題探究領
域」から成る「基盤教育」へ再
編

学類横断の「地域実践特修プ
ログラム」「グローバル特修プ
ログラム」からなる「全学特修
領域」の設置

入試から就職まで一貫した教
育･学生マネジメント「教育推
進機構」の設置

「問題基盤型学習」を中心とし
たアクティブ･ラーニングの展
開と内部質保証システムの再
構築

14学系による研究機能の強化
・人間･生活学系
・心理学系
・文学･芸術学系
・健康･運動学系
・外国語･外国文化学系
・法律･政治学系
・社会･歴史学系
・経済学系
・経営学系
・数理･情報学系
・機械･電子学系
・物質･エネルギー学系
・生命･環境学系
・農学系（仮）

教育研究組織改革の必要性
〇東日本大震災、東京電力福島

第一原子力発電所事故による
未曽有の大災害、今後数十年
かかるとされる福島の復興

〇震災以降重要な役割を果たして
きた本学の機能を強化するた
め、既存の教育研究組織のブ
ラッシュアップと理工農系人材
育成の強化を目指す

既存組織を見直し
農学群（仮称）に定員割当

文化教養モデル
コミュニティ共生モデル

法政策モデル
ビジネス探究モデル

現代教養コース（夜間主社会人教育コース） 60人（240人） 各モデル20人（80人）

人間発達文化学類
260人（1040人）

行政政策学類
205人（820人）

昼間：185人（740人）
夜間主：20人（80人）

経済経営学類
220人（880人）

三位一体の改革
（中井プラン2021）

〇農学系人材育成組織の設置
〇既存学類の見直し
〇入試改革を含む教育改革

組織改革
教育改革

養成する人材像

人間の発達と文化の探究・
創造に関する専門的知識と
技能を学び、学校や社会に
おいて人間の発達を支援す
る人材

養成する人材像

行政政策分野において、職
業環境の変化に柔軟に対
応できる複眼的思考を持ち、
「理論知」と「実践知」を融合
させ課題を解決する人材
（地域政策プランナー）

養成する人材像

経済経営分野における基礎
的素養、思考力を持ち、主体
的に探究し課題を解決する
人材／グローバルな視野を
持って地域で実践的に活躍
できる人材

養成する人材像

人・産業・環境の共生に関
わる多様な知識と広い視野、
および実践的研究経験をも
ち、現代社会や地域の問題
をシステム科学的にとらえ、
その解決に主体的に寄与で
きる理工系人材

養成する人材像

実践的な農学を修め、被災
地の農業復興支援及び地域
の農業・農村再生に取り組
む人材、世界的な市場競争
力強化に向けて活躍する担
い手となる人材

（構想中）
平成30年4月3日現在

（資料２－１）







平成 30 年 4 月 3 日現在（資料２－３①） 

 

Ｈ31年度 福島大学における組織改編等の概要（人間発達文化学類） 

〇基本情報（組織改編） 

項目 内容 

１ 学群名称 人文社会学群 

２ 学類名称 人間発達文化学類 

３ コース名称等 

 

【現在】 

人間発達専攻 

文化探究専攻 

スポーツ・芸術創造専攻 

 

 

 

  

  

【新】 

教育実践コース 

心理学・幼児教育コース 

特別支援・生活科学コース 

芸術・表現コース 

人文科学コース 

数理自然科学コース 

スポーツ健康科学コース 

４ 夜間主コース 無 

５ 定員 

※定員変更詳細 

 ２６０人／学年（うち夜間主コース０人／学年） 

※【現在】             【新】 

   昼間コース     ２７０人  →   ２６０人 

夜間主コース     ２０人  →     ０人 

（文化教養モデル） 

６ 入試区分 

（募集人員） 

（変更 有）                 ※下線は変更点 

・一般入試（前期）  ：１６６人  ※変更前 １６５人 

 ・一般入試（後期）  ：１９人   ※変更前 ３０人 

 ・推薦入試Ⅰ     ：２０人   

 ・推薦入試Ⅱ     ：５５人   

 ・編入・学士     ：１０人   

 ・私費外国人留学生入試：若干名   

７ 試験科目 （変更 無）                 

・一般入試（前期）  ：センター試験、個別学力検査または実技検査 

 ・一般入試（後期）  ：センター試験、小論文 

 ・推薦入試Ⅰ     ：小論文、実技試験または実技実績評価、面接 

 ・推薦入試Ⅱ     ：センター試験、面接 

 ・編入・学士     ：外国語、小論文、面接 

・私費外国人留学生入試：日本留学試験、小論文または実技検査、面接 

８ センター試験 

利用科目 

（変更 無）                  

・一般入試（前期） ：国語、地理歴史・公民、数学、理科、外国語 

 ・一般入試（後期） ：国語、地理歴史・公民、数学、理科、外国語 

 ・推薦入試Ⅱ    ：国語、地理歴史・公民、数学、理科、外国語 

９ 出願資格 （変更 無）                  

10 備 考 ○詳細は、入学者選抜要項により発表予定。 

○取得できる資格については、変更なし。 

11 その他補足事項 ○取得できる学位：学士（発達文化） 

（構想中） 



平成 30 年 4 月 3 日現在（資料２－３②） 

 

Ｈ31年度 福島大学における組織改編等の概要（行政政策学類） 

〇基本情報（組織改編） 

項目 内容 

１ 学群名称 人文社会学群 

２ 学類名称 行政政策学類 

３ コース名称等 

 

【現在】 

法学専攻 

地域と行政専攻 

社会と文化専攻 

  

  

【新】 

法行政政策コース（仮称） 

社会連携コース（仮称） 

 

４ 夜間主 有 

５ 定員 

※定員変更詳細 

 ２０５人／学年（うち夜間主コース２０人／学年） 

※【現在】                【新】 

   昼間コース   ２１０人    →  昼間  １８５人 

夜間主コース   ２０人    →  夜間主  ２０人 

（法政策モデル・コミュニティ共生モデル） 

６ 入試区分 

（募集人員） 

（変更 有）                  ※下線は変更点 

【昼間】 

・一般入試（前期）      ：１０８人  ※変更前 １４０人 

 ・一般入試（後期）       ：３５人   ※変更前 ４５人 

・推薦入試          ：４２人   ※変更前 ２５人  

 ・編入・学士         ：１０人   

 ・私費外国人留学生入試    ：若干名   

 【夜間主】 

・ＡＯ入試                   ：２０人 

７ 試験科目 （変更 有）                 ※下線は変更点 

 【昼間】                 

・一般入試（前期）   ：センター試験、小論文 

 ・一般入試（後期）   ：センター試験、小論文 

 ・推薦入試       ：小論文、面接 

 ・編入・学士      ：英語、小論文、面接 

 ・私費外国人留学生入試 ：日本留学試験、面接 

 【夜間主】 

・ＡＯ入試：志願理由書に基づいた口頭試問 

８ センター試験 

利用科目 

（変更 無）                  

・一般入試（前期） ：国語、地理歴史・公民、数学、理科、外国語 

 ・一般入試（後期） ：国語、地理歴史・公民、数学、理科、外国語 

９ 出願資格 （変更 有）                    ※下線は変更点 

 変更なし 

10 備 考 ○詳細は、入学者選抜要項により発表予定。 

○取得できる資格については変更なし。 

11 その他補足事項 ○取得できる学位（昼間・夜間主共通） 

・法行政政策コース（仮称）：学士（法学）、 ・社会連携コース（仮称）：学士（社会学） 

○コースは、１年次後期に本人の希望を考慮して決定します。 

（構想中） 



平成 30 年 4 月 3 日現在（資料２－３③） 

 

Ｈ31年度 福島大学における組織改編等の概要（経済経営学類） 

項目 内容 

１ 学群名称 人文社会学群 

２ 学類名称 経済経営学類 

３ コース名称等 【現在】 

経済分析専攻 

国際地域経済専攻 

企業経営専攻 

  

  

【新】 

経済学コース 

経営学コース 

(グローバル副コース) 

４ 夜間主コース 無 

５ 定員 

※定員変更詳細 

 ２２０人／学年（うち夜間主コース０人／学年） 

※【現在】             【新】 

   昼間コース     ２２５人  →   ２２０人 

夜間主コース     ２０人  →     ０人 

（ビジネス探究モデル） 

６ 入試区分 

（募集人員） 

（変更 有）                 ※下線は変更点 

・一般入試（前期）        ：１１５人  ※変更前１２０人 

 ・一般入試（後期）        ：４０人   

 ・推薦入試（A推薦）       ：２０人   

 ・推薦入試（B推薦）       ：３０人   

 ・推薦入試（C推薦）       ：１０人   

 ・専門学科・総合学科卒業生入試 ：５人 

 ・編入・学士          ：１０人   

 ・私費外国人留学生入試：若干名   

７ 試験科目 （変更 無）                 

・一般入試（前期） ：センター試験、英語または小論文 

 ・一般入試（後期） ：センター試験、英語または小論文 

 ・推薦入試（A推薦） ：小論文、面接 

 ・推薦入試（B推薦） ：小論文、面接 

 ・推薦入試（C推薦） ：小論文、面接 

 ・専門学科・総合学科卒業生入試：センター試験、面接 

 ・編入・学士    ：個別学力検査（外国語、専門科目） 

・私費外国人留学生入試：日本留学試験、小論文、面接 

８ センター試験 

利用科目 

（変更 無）                  

・一般入試（前期） ：国語、地理歴史・公民、数学、理科、外国語 

 ・一般入試（後期） ：国語、地理歴史・公民、数学、理科、外国語 

 ・専門学科・総合学科卒業生入試 

：国語、地理歴史・公民、数学、理科、外国語 

９ 出願資格 （変更 無）            

10 備 考 ○詳細は、入学者選抜要項により発表予定。 

○取得できる資格については、教員免許状の高等学校教諭第１種免許状「公

民」を削除 

11 その他補足事項 ○取得できる学位：学士（経済学） 

○コースは、２年次前期に本人の希望と入学後の成績に基づいて決定します。 

（構想中） 



平成 30 年 4 月 3 日現在（資料２－３④） 

 

Ｈ31年度 福島大学における組織改編等の概要（共生システム理工学類） 

項目 内容 

１ 学群名称 理工学群 

２ 学類名称 共生システム理工学類 

３ コース名称等 【現在】 

人間支援システム専攻 

産業システム工学専攻 

環境システムマネジメント専攻 

 

 

  

  

【新】 

数理・情報科学コース 

経営システムコース 

物理・システム工学コース 

物質科学コース 

エネルギーコース 

生物環境コース 

地球環境コース 

社会計画コース 

心理・生理コース 

４ 夜間主コース 無 

５ 定員 

※定員変更詳細 

 １６０人／学年 

※【現在】             【新】 

   昼間コース  １８０人  →   １６０人 

６ 入試区分 

（募集人員） 

（変更 有）                 ※下線は変更点 

・一般入試（前期）  ：７０人  ※変更前 ８０人 

 ・一般入試（後期）  ：４５人  ※変更前 ５０人 

 ・推薦入試          ：２０人   

 ・ＡＯ入試      ：２５人  ※変更前 ３０人 

 ・編入        ：若干名   

 ・私費外国人留学生入試：若干名   

７ 試験科目 （変更 無）                 

・一般入試（前期） ：センター試験、個別学力検査（数学、理科） 

 ・一般入試（後期） ：センター試験、個別学力検査（数学） 

 ・推薦入試     ：小論文、面接 

 ・ＡО入試     ：総合問題、プレゼンテーション・口頭試問 

 ・編入       ：口頭試問 

・私費外国人留学生入試：日本留学試験、面接 

８ センター試験 

利用科目 

（変更 無）                  

・一般入試（前期） ：国語、地理歴史・公民、数学、理科、外国語  

 ・一般入試（後期） ：国語、地理歴史・公民、数学、理科、外国語 

９ 出願資格 （変更 無）                

10 備 考 〇詳細は、入学者選抜要項により発表予定。 

○取得できる資格については、変更なし。 

11 その他補足事項 ○文理融合型人材育成の意図を継承し、より高度な専門知識や研究経験に基づい

て異分野の専門家と協力した思考・行動ができる人材を育てるために、１年次

では数学、物理学、化学、生物学、地球科学、プログラミング、共生の科学論

などを幅広く学び、２年次からは９コースに分かれて関連する基礎・専門科目

などを深く学ぶカリキュラムを準備しています。 

○取得できる学位：学士（理工学） 

（構想中） 











平成 30 年 4 月 3 日現在（資料２－４） 

 

〇社会人教育コース関連（特記事項）  

項目 内容（各学類回答欄） 

１ 学群名称 人文社会学群 

２ 学類名称 行政政策学類 夜間主 

3-1 夜間主コース 

改編概要 

【現在】 

〇通称 

「現代教養コース」 

〇コース等（所属学類） 

① 文化教養モデル（人間発達文化学類） 

② 法政策モデル（行政政策学類） 

③ コミュニティ共生モデル（行政政策学類） 

④ ビジネス探究モデル（経済経営学類） 

〇定員 

６０名 

〇取得できる学位 

 ① 学士（発達文化）、②学士（法学） 

③ 学士（社会学）、 ④ 学士（経済学） 

 

 

 

【新】 

〇通称 

「行政政策学類 夜間主」 

〇コース等（所属学類） 

① 法行政政策コース（仮称） 

（行政政策学類） 

② 社会連携コース（仮称） 

（行政政策学類） 

〇定員 

２０名 

〇取得できる学位 

① 学士（法学）、② 学士（社会学） 

 

3-2 コースの目的 〇働きながら学ぶ人、経済的事情等によって夜間勉強したい人を対象とし、現代に必要な課題

解決知識や職業人としての高等スキルを身に付け、キャリアアップを目指します。 

3-3 対象 〇現在定職（内定者を含む）を持つ社会人で、働きながら大学で学びたいと考えている方 

〇長期アルバイトをするなど経済的に困窮を抱えているが大学で学びたいと考えている方 

○総活躍社会を担うための学習の機会を求める方 

○定年退職後あるいは家庭生活をしながら、学びなおしの見地から高等教育を望む方 

3-4 カリキュラムの

特徴 

〇社会人に特化した夜間主のカリキュラムを提供します（夜間の平日の授業は午後６時から９

時１０分。土曜日の午後はフィールドワーク等柔軟に活用）。 

〇少人数教育の推進により、豊かなコミュニケーション力を育成します。 

〇基盤教育と専門教育から成り、就労状況に合わせて個別指導を重視します。 

○1年次は主に基盤教育を修学し、２年次よりいずれかの専攻に所属します。 

〇法学や社会学の学修をベースに、地域復興や地方創生、さらにビジネスにも応用させます。 

〇放送大学（インターネット）や昼間の授業も一部履修可能とする柔軟なカリキュラムをデザ

インします。 

4-1 

 

入試区分 

（募集人員） 

・ＡＯ入試 （２０名） 

   

4-2 試験科目 ・ＡＯ入試 ：志願理由書に基づく口頭試問 

4-3 センター試験 

利用科目 

利用無し 

５ 出願資格 （変更 有）                           ※下線は変更点 

ＡＯ入試によるため、学校長の調査書平均評定３．５は要件としない 

   社会人資格 ①年齢が満 22 歳に達している者 

         ②年齢が満 22 歳に達していない者で、出願時に就職している者（主婦・

主夫業を含む）、または入学後に就業しながら修学する意思を確

約できる者。 

   ※ 就職・就業にはアルバイト、パートを含み、労働時間が週平均２０時間以上の者 

６ 備 考 ○詳細は、入学者選抜要項により発表予定。 

○取得できる資格については変更なし。 

７ その他補足事項 ○取得できる学位 

・法行政政策コース（仮称）：学士（法学）、 ・社会連携コース（仮称）：学士（社会学） 

○コースは、１年次後期に本人の希望を考慮して決定します。 

（構想中） 



東日本大震災

2011年3月11日

環境放射能研究所設立

2013年7月1日

福島県内に設置されるさまざまな施設
2013年7月 環境放射能研究所
2015年4月 JAEA 廃炉国際共同研究センター
2015年10月 福島県環境創造センター
2016年4月 JAEA 楢葉遠隔技術研究センター
2016年9月 福島県立医科大学 ふくしま国際医療

科学センター
2018年3月（予定） JAEA 大熊分析・研究センター
2018年4月（予定） 福島ロボットテストフィールド

国際連携機関（14機関）：国際原子力機関（IAEA），フランス放
射線防護原子力安全研究所（IRSN），ベルギー原子力研究所
（SCK・CEN），スコットランド大学連合環境研究センター（SUREC），
ハンガリー国家フードチェイン安全監督局（NEBIH），ノルウェー
生命科学大学（NMBU），ウクライナ国立生命環境科学大学
（NUBiP），ウクライナ・チェルニーヒウ国立工科大学（ChNUT），
ウクライナ・オデッサ国立環境大学（OSENU），ウクライナ科学ア
カデミー計算機・計算システム研究所（IMMSP），原子力安全・

放射性廃棄物・放射線生態学に関するチェルノブイリセンター
（CC），ベラルーシ国立科学アカデミー・放射線生物学研究所
（IRB），コロラド州立大学（CSU），ジョージア州立大学（UGA）

国内連携機関（10機関）：筑波大学，東京海洋大，広島

大学，長崎大学，福島県立医科大学，放射線医学総合
研究所，産業技術総合研究所，日本原子力研究開発機
構，国立環境研究所，県環境創造センター

福島大学初となる附属研究所

フィールドを最大限に活用
環境放射能に係るさまざまな分野をリードし俯瞰的に対応する人材を育成

来所数 （目的：土壌，水，植物などの採取，観測機器設置等）
2014年度 27名： フランス，米国，ウクライナ等
2015年度 16名： フランス，スロバキア，ウクライナ，フィリピン等
2016年度 35名： ベルギー，オーストラリア，ノルウェー，米国，フランス，ウクライナ他

第1回設置準備委員会

2012年8月

2013年3月

文部科学省
国立大学改革強化推進補助金交付決定

2014年7月

分析・実験棟竣工

Advisory Board
Sergey Fesenko (International Atomic Energy Agency)
Wolfgang Raskob (Karlsruhe Institute of Technology)
Brenda Howard (Centre for Ecology & Hydrogy)
吉田 聡（放射線医学総合研究所）

5部門15研究分野
放射能形態学部門
放射能地球科学部門
放射生態学部門
放射能計測予測部門
連携研究部門

福島大学 環境放射能研究所

設立から大学院設置・将来構想

2017年2月

本棟・保存棟竣工

2019年4月

大学院設立（計画）

2018年3月

共同利用・共同研究拠点申請（計画）

床面積 4,500m2

学生の受け入れ （2014～2016年度）
半年から1年 19名 ：福島大理工，京都府大，フィリピン，ベトナム
1月～半年 15名 ：京都府大，CSU（コロラド州立大学：米国）
1月未満 4名 ：名古屋市大

（構想中）

（資料２－５）
平成30年4月3日現在



充実した実践的研究環境

附属観測拠点（山木屋地区、浪江町南津
島地区等）
海洋調査（東京海洋大，県水産試験場）
ため池等（大熊地区）
チェルノブイリ

研究所の連携機関
筑波大学
東京海洋大
広島大学
長崎大学
福島県立医科大学
放射線医学総合研究所

研究所の協定締結機関（国外）
国際原子力機関（IAEA）
フランス放射線防護原子力安全研究所（IRSN）
ベルギー原子力研究所（SCK・CEN）
スコットランド大学連合環境研究センター（SUREC）
ハンガリー国家フードチェイン安全監督局（NEBIH）
ノルウェー生命科学大学（NMBU）
ウクライナ国立生命環境科学大学（NUBiP）
ウクライナ・チェルニーヒウ国立工科大学（ChNUT）
ウクライナ・オデッサ国立環境大学（OSENU）
ウクライナ科学アカデミー計算機・計算システム研究所（IMMSP）
原子力安全・放射性廃棄物・放射線生態学に関するチェルノブイリセンター（CC）
ベラルーシ国立科学アカデミー・放射線生物学研究所（IRB）
コロラド州立大学（CSU）
ジョージア州立大学（UGA）

人材育成の目標
環境放射能分野を世界的にリードす
る人材を育成

充実した観測環境を活用した実践的
教育

国内外の研究機関・大学との協力関
係に基づき，ワールドワイドな視点を
有する人材を育成

福島大学大学院 共生システム理工学研究科

環境放射能学専攻 （独立専攻）

福島大学

環境放射能研究所
主たる教員の所属部局

兼務教員・講義
教育・研究設備の共用

兼務教員・特別講義・研究協力・実習フィールドの提供

環境放射能学専攻
（独立専攻）

入学定員：修士課程7名

共生システム理工学研究科

共生システム理工学専攻
（既存）

共生システム理工学類 国内／国外他大学
国内／国外研究機関・企業
（新卒・社会人）

入学者 卒業生

公的研究機関
官公庁・自治体
電力会社
環境関連企業
建設・土木系企業
資源系企業
分析・評価企業

研究所の協定締結機関（国内）
産業技術総合研究所
日本原子力研究開発機構
国立環境研究所
県環境創造センター

（構想中）
平成30年4月3日現在



多様なバックグランドを持つ入学者
環境放射能学は分野横断的学問領域であり，様々な背景

知識を有する人材を受け入れることで大きく発展できる

選択科目
多様な入学者に対応するための基礎知識の充実を図る

化学概論，生態学概論，地球化学概論

共通科目（座学）
放射性物質に関する基本的知識を習得する

核種分析学，放射線計測学，放射線防護学，放射生態学，環境放射能科学Ⅰ・Ⅱ，放射能災害学

応用科目（座学・実習）
放射性物質・環境に関する専門的知識を習得する

陸域生物圏放射能動態学，放射能等の分離技術，放射能計測実習，放射能分析学，物性物理学特
論※ ，分析化学特論※，メカトロニクス特論※，陸域放射能動態学，放射能数理学，放射能モデリン

グ実習，放射能モデリング学特論，海洋放射能動態学特論，流域水管理特論※，流域水循環特論※，
地下水盆管理計画特論※，水圏放射生態学，陸域放射生態学，放射能生態実習，森林放射能学，
動物生態学，バイオ・エコエンジニアリング特論※，環境微生物学特論※

基礎科目（野外演習）
国内外の放射能災害被災地域において野外演習を行う

環境放射能学演習： 福島にて行われている環境放射能研究に参加しその手法を習得する
環境放射能学特別演習： チェルノブイリなど海外の放射能災害被災地域における演習

講究科目
分野を絞って専門的知識を深化させる

環境放射能モデリング講究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ，環境放射能計測法講究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ，
環境放射能生態学講究Ⅰ・Ⅱ・Ⅲ，修士論文研究

導
入

教
育

共
通
的
基
礎
教
育

深
化
教
育

選択

必修

必修

選択必修

講究

修
士
２
年

人工および天然放射性核種の，
計測，モニタリング計画，制御，予測，評価などに

中長期的視点で総合的に対応可能な人材を養成し，
環境防護、予測評価、廃炉、中間貯蔵、浄化

などの分野に人材を輩出する

カリキュラム構造

化学 物理 生物

機械 電気

地球科学

他

人材育成のイメージ

生態

モデリング 計測

横断的専門知識

修士２年

複数分野のフィールド学・座学の有機的連携を図る

※ 共生システム理工学専攻と共通

博士後期3年
※ 将来構想

（構想中）

平成30年4月3日現在
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